〈消費税廃止各界連〉

08年11月定例行動の宣伝用スポット例（08年11月17日作成、自由にアレンジをお願いします）
　
ご通行中のみなさん、私たちは消費税廃止各界連です。消費税大増税に反対する宣伝・署名活動をおこなっています。ご協力をお願いします。

みなさん。麻生首相が「追加経済対策」を発表し、３年後の消費税大増税を明言しました。最近の記者会見では景気がよくなれば「２年後にも消費税増税の法案を出す」ともいいました。経済対策では、増税に道筋をつけるため、姑息にも「定額給付金」と抱き合わせにしています。生活に困る庶民に２兆円の給付をおこない、すぐ後に10数兆円もの消費税増税が押し寄せるのでは、景気回復などまったく望めるものではありません。

小泉政権以来続けられてきた「構造改革」によって、「貧困と格差」がかつてなく広がっています。この間毎年給料が減り、非正規社員は増大し、年収２００万円以下の人は１０００万人を超える事態です。いま、アメリカ発の世界的な金融危機が広がって、国内も景気は後退し、中小企業への貸し渋り・貸しはがしが強まることが予想されます。こんなときに、消費をいっそう冷え込ませる消費税を増税するなど、最悪の選択でしかありません。

実際、「社会保障のためであっても、消費税増税には反対」と表明している国民は６割以上に達しています。企業に対するアンケートでも、「増税するべきでない」という声は半数を超えています。

むしろ、いまやるべきことは、消費税を減税すること、当面緊急に食料品を非課税にして、国民のふところを温めることではないでしょうか。
いま、消費税を大増税すべきだと主張しているのはだれでしょうか。この間、国民が税金や社会保障の負担増で苦しんでいるときに、大もうけをしてきた財界・大企業とひとにぎりの大資産家たちです。

日本経団連は、消費税を社会保障財源の中心にすること、そして経済を活性化するために法人税率を大幅に引き下げることを主張していますが、これほど身勝手な話はありません。
消費税導入以来、今年３月末までに国民が支払った消費税は１８８兆円ですが、大企業の法人税などは１５９兆円も減収になりました。「消費税は福祉のため」と国民をだまし続け、消費税が福祉のためではなく、大企業の減税の穴埋めに使われたことがはっきりと示されています。後期高齢者医療制度など最悪の医療制度をつくって社会保障を悪くしておきながら、いままた、「社会保障のため」といって消費税増税を言うのは、あまりにも国民をばかにした話ではないでしょうか。

みなさん。国民が苦しんできた一方で、減税の恩恵を受けて、もうかったのは大企業です。最近は世界的な不景気から利益が減ると言いますが、トヨタをとってみてもなお年間６千億円もの利益を見込んでいます。大企業全体でも２００８年度末には24兆円の利益を上げる見通しです。これはあ「ＩＴバブル」といわれた２０００年度をも上回る規模です。また、大銀行は本業でもうけているのに、税負担が所得の４％でしかありません。大もうけを上げる大企業は研究開発減税など１社で数千億円の減税を受け、法人税などの実質負担は３割を切っています。株式長者にも税率を10％に半減し、麻生首相は、さらに来年度以降も続けることを表明しています。

大企業・大資産家に、もうけにふさわしい税金を負担してもらえば庶民への増税は必要ありません。大企業の法人税を消費税が導入される前に戻せば、４兆円以上も税収が増えます。
また、歳出面でも、行政のムダを見直すことをはじめ、不要不急の開発中心の公共事業はやめる、官僚と商社の癒着で水増しが明らかになった５兆円もの防衛予算もあらためるべきです。アメリカいいなりに出し続けてきた「思いやり予算」は年間２５００億円、累計で５兆円以上にもなりました。年間３２０億円にもなる「政党助成金」も廃止すべきです。このように、聖域を設けずに、徹底的に見直すならば、財源は十分にあります。
いまこそ、「消費税増税ノー」「大企業・大資産家に応分の負担を」の声を大きくするときです。消費税廃止各界連絡会がすすめている署名にご協力ください。
総選挙をめぐる情勢は流動的ですが、消費税問題が総選挙の最大争点の一つとなっていることは、はっきりしています。「消費税増税」や「庶民増税」に反対する候補をたくさん国会に送り、庶民を応援する政治、国民本位の政治を進められる国会に変えていきましょう。私たち有権者の力で「増税勢力」に、国民の審判を下そうではありませんか。
